
日本共産党の大名美恵子です。 

年金積立金の専ら被保険者の利益のための安全かつ確実な運用に関する意見書

の採択を求める請願について、賛成の立場から意見を述べます。 

 

厚生年金と国民年金の積立金はあわせて約１３０兆円にのぼり、厚労相が所

管する「年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）」が管理・運用していま

す。積立金は、過去の保険料収入のうち、まだ年金給付に使われていない部分

にあたります。積立金を債券や株などに運用し得た収入を年金給付に活用する

ことになっていますが、あくまでも「年金制度の運営の安定に貢献する」こと

がＧＰＩＦの最大の使命です。 

 厚労省も年金積立金について「原資となる保険料は投資を目的として徴収さ

れたものではなく」「老後の給付に充てるために一時的に国が預かっているもの」

なので「安全運用が基本」といましめる報告書をまとめています。 

 現在ＧＰＩＦの運用は、リスクが比較的低いとされる国内債券に積立金の６

割をあて残りを国内外の株式、外国債券にあてています。安倍政権はこの運用

比率を見直して国内債券での運用を減らし、リスクの高い株や不動産投資など

の運用比率を高めようというのです。株運用比率を１０％台から２０％程度ま

で上げれば、数兆円の資金が株式市場に流れ込むといわれています。｢株高｣を

演出する安倍政権の露骨な「株価対策」です。これは国民の財産を損なう危険

な道です。いくら小細工で株価を上げても実体経済が改善しなければ、株価が

下がるのは避けられません。 

 塩崎厚労相が就任直後の記者会見で、ベンチャー（新興）企業や未公開株ま

でも運用対象にすると発言したのに続き、現在法律で間接運用にとどめている

株投資をＧＰＩＦが直接できるよう法改定することまで言及しました。年金積

立金の高リスク運用になりふり構わず突き進む安倍政権は、国民の貴重な財産

を預かっているという自覚も責任も欠如しています。 

アメリカでは公的年金基金の運用では全額を「非市場性国債」にあてていま

す。少なくない国ぐにが慎重に運用をしている事実こそ直視すべきです。 

公的年金の財政を安定させ、将来の給付を保障する最大のカギは、1 つ、労働

者の雇用安定と大幅な賃上げ、中小企業や農家の経営安定、出産と子育てをし

やすい社会・経済環境づくりをおこない、少子化の克服を急ぐことであり、安

倍政権の雇用破壊と不安定雇用に拍車をかける労働法制改悪や税・社会保障改

悪などは逆行そのものであること 2 つ、年金の安心のための財産まで「投機の

元手」としか見ない安倍政権の政策は、国民の暮らしをますます危うくするこ

と。3 つ安倍政権は年金積立金の株運用拡大のくわだてを直ちに断念すべきです。 

以上述べまして、請願に賛成の討論と致します。 


